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研究成果の概要（和文）：我が国の基礎自治体における無作為抽出型市民参加の特徴を係争的課

題の政策判断への活用という視点に立って分析し、その活用上の留意点と自治体ガバナンスに

与える影響を明らかにした。 

 
研究成果の概要（英文）：I have investigated the methods and relevance of using citizen 
participation samples, in which participants are selected randomly from the basic 
resident register (recently called “Mini-Publics”), for the handling of disputed policy 
issues in municipal governments. It turned out to be that we must be aware of the risk 
of populism, consider the capacity building for citizens, and pay more attention to trust 
building effects in using that new participation method. 
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１．研究開始当初の背景 
近年、わが国の基礎自治体では欧米の実践

を参考に住民基本台帳から無作為抽出した
市民により、少人数グループを形成し、討
議・提案を行う市民参加手法が急速に拡大し
つつある。その背景には「熟議民主主義」へ
の期待があり、自治体計画策定への要望抽出
が活用の中心となっている。 
このような居住地別、性別等を踏まえた無

作為抽出に基づく市民参加の取り組みは、以
下の 2つの理論的背景が相互に影響を与えな
がら欧米各国で同時発生的に取り組みが始
まったものである。第 1は既存の代議制民主
主義の機能不全を補完しようとする「熟議
（討議）民主主義」の理論である。第 2は公
選公職者による政策決定手続きを当事者参

加の充実等で情報入力を高度化し、ひいては
利害当事者自身も分析を担い課題解決に貢
献できることを促そうとする「参加型政策分
析」の理論である。 
これらの理論に基づき、それぞれ参加人数

は異なるが、ドイツの「計画細胞」、北欧の
「コンセンサス会議」、アメリカの「市民パ
ネル」、「討議型世論調査」、英国の労働党政
権下で利用が拡大した「市民陪審」等が開発
され、相互に影響を与えてきた。 
これらのうち、わが国の自治体で数多く試

みられているのが「計画細胞」方式を参考に
した「市民討議会」企画である。各自治体が
単独か又は青年会議所と提携の下、市民要望
の取りまとめや計画策定への活用例が拡大
しており、同「討議会」の手法改良について
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は篠藤明徳（別府大学）らが進めている。ま
た、「討議型世論調査」については神奈川県
庁（自治研究センター）により「道州制」を
テーマにした実験も行われている。 
このように取組みは拡大してきたが、当該

自治体の「係争的課題」へ用いられる事例は、
無作為抽出市民と地権者等の利害当事者が
同席して実施された三鷹市における東京外
郭環状道路中央ジャンクション三鷹地区検
討会等だけで少ない。その上、実施計画・予
算編成に直結して用いられる事例はほとん
どない。ほぼ唯一の事例が埼玉県和光市での
「大規模事業検証会議」である。ここでは無
作為抽出された市民（9 名）と委員長（学識
者）による委員会で市長が指定した 7つの大
規模事業（事業費規模が数億円以上）に対し
て、事業ごとの評価と対象事業全体の中にお
ける相対評価を実施した。 
以上を概観するに、わが国の基礎自治体で

の無作為抽出型市民参加は計画策定への要
望抽出が活用の中心で、係争的課題の政策判
断に直結される例は少ない。理論的には熟議
民主主義への期待からの研究は比較的多い
が参加型政策分析からの研究の知見が少な
いのである。 
 
２．研究の目的 
以上の背景を踏まえ、本研究では次の 3点

を明らかにすることを目指した。 
（１）市民参加手法としての無作為抽出型方
式の特徴の解明 
行政学研究領域で蓄積されてきた審議会

研究や「参加型政策分析」研究を参考に、そ
して、わが国の自治体政治・行政の文脈を踏
まえて、当該基礎自治体での係争的課題への
政策・施策判断に対する市民参加手法として
の特色と、その有効性の範囲を明らかにする
ことを目指した。 
（２）無作為抽出型市民参加企画での審議過
程設計上の留意点の解明 
無作為で抽出されるが故に当該政策分野

に強い利害や関心、すなわち政策情報を必ず
しも持たない市民がより良く判断を下すた
めの判断基準設定や情報提供の方法、そして
審議運営上の工夫を明らかにすることを目
指した。 
（３）無作為抽出型市民参加方式の政策決
定・運用過程に与える影響の解明 
無作為抽出型市民参加方式で取り扱われ

た政策争点が如何に政策決定過程に反映さ
れ、その後の運用過程にいかなる推進力を与
えるのかを住民代表機関としての議会の反
応を含めて分析し、基礎自治体における市民
参加手続き全体の制度設計再編への含意を
抽出することを目指した。 
 
 

３．研究の方法 
 上記の研究目的遂行のために本研究では、
まず、次の２つの調査仮説を設定した。 
（１）政治的正統性獲得競争と参加デモクラ
シーの相互作用（政治過程論的仮説） 
「無作為抽出」型方式は、その住民代表方式
が地域内有力団体の参加方式等とは異なる
ため、異なる正統性に依拠するといえる。首
長・議会を問わず、実施側には政治的代表機
関としての新たな正統性と、その正統性を
「既得権の打破」に活用する競争的戦略が成
立する。一方、一部重なるが、新たな参加者
層を発掘することは政治参加拡大を図るこ
とであり、参加デモクラシーの推進でもある。
ここで論点となり得るのが代議制機関とし
ての議会の反応である。従来は公募型市民参
加へ「参加の偏り」の批判も行われたが、無
作為抽出型はその「偏り」が薄いため、ある
意味で議会と親和性を持つ（代表性を認知す
る）可能性があるとも推論される。 
（２）市民が判断を行うための政策情報基盤
整備の必要性（計画論的仮説） 
近年、自治体の行政評価や首長マニフェス

ト評価など広い意味で首長側に属する領域
への公募型市民参加も拡大しつつある。そう
した場の経験から明らかにされるのは、市民
が十全に評価活動を行ってゆくには、行政側
が持つ政策情報を「普通の知識」「現場の知
識」に翻訳して適切に提供するシステムや支
援の仕組みの必要性である。同じ課題は無作
為抽出型の市民参加による政策議論にも当
てはまるのであり、如何に構築するかが問わ
れるのである。 
 そして、以上の仮説を踏まえ、以下の 4つ
の研究活動を実施した。 

①首長・議会関係を中心とした政治的背景
や市民委員への情報提供内容等の情報
収集を行う事例訪問調査（岡山県岡山市
ほか）、 

②無作為抽出型市民参加企画の運営支援
を行う組織・専門家へのヒアリング調査
（市民社会パートナーズ、認定 NPO 法人
まちぽっと、NPO法人市民討議会ネット
ワーク、地方自治体 公民連携研究財団
ほか 

③事例における参与観察調査（東京都新宿
区ほか）、 

④2009年7月の埼玉県富士見市での取り組
みを第 1号として無作為抽出による市民
参加が進む「事業仕分け」および同様の
取り組みを市民参加で行う自治体への
自記式郵送アンケート調査（2011 年度：
埼玉県内各市町村、2012 年度：東京都、
神奈川県、埼玉県内各市町村） 

 
 
 



 

 

４．研究成果 

（１）政策ステージ別でみる無作為抽出型参

加の拡大 

自治体の政策形成と無作為抽出型参加の

関係見た場合、現在のところ、最も広く、ま

た、具体の政策検討手順と無作為抽出型参加

が結びついているのは、施策・事業の評価段

階における所謂「仕分け」あるいは外部評価

の段階であった。 

「仕分け」への無作為抽出型市民参加が始

まった埼玉県内の市町村を対象にしたアン

ケート調査では、専門家以外の市民も参加す

る「仕分け」の取り組みを実施した経験を持

つ市町村（県内自治体の 22.3％）のうち、３

割の自治体で無作為抽出型参加が採用され

ていた。「仕分け」の取り組みにおいて、無

作為抽出型参加の採用は一般化しつつある

段階にあるといえる。また、さいたま市の「行

財政改革公開審議」など、全評価者が無作為

抽出型選出によって参加した市民で構成さ

れる事例も始まっていることが確認された。 

一方、「仕分け」に代表される決算ベース

での事中・事後段階だけではなく、事前評価、

つまり「政策・施策・事業のアセスメント」

へも利用が開始されていることも少数なが

ら確認された。具体的には東京都新宿区「第

２次実行計画のための区民討議会」は総合計

画の実施計画改定というプランニングの取

り組みに「事業仕分け」の手法が応用された

ものであった。また、埼玉県和光市「大規模

事業検証会議」の取り組みは大規模公共施設

の建設計画審議に「市民陪審」型の参加が活

用された事例であった。 

 

（２）市民・行政組織双方への「能力開発」 

「市民が判断を行うための政策情報基盤

整備の必要性（計画論的仮説）」の点で、ア

ンケート調査・事例分析を通じて「模擬仕分

け」等の事前研修による市民へのキャパシテ

ィ・ビルディングの機会の整備が進みつつあ

ることが確認された。 

また、自治体行政側には、「仕分け」に代

表される無作為抽出型参加へは予算・事業カ

ットの機会としてだけではなく、行政職員の

政策プレゼンテーション能力等、様々な組織

能力向上も重要な成果と認識されているこ

とが明らかになった。 

 

（３）多元的な情報提供の拡大 

「政策分析」において、いかなる場合にも、

その基礎となる政策情報は重要な問題であ

る。特に、市民参加による政策評価・分析に

あたっては、限られた時間の中で、分かりや

すく的確に編集された情報が提供される必

要である。そのためにはまずもって説明を担

当する行政側職員のスキル向上が重要とな

る。この点に関し、埼玉県内自治体へのアン

ケート調査から、市民参加型「仕分け」実施

自治体の約三割から職員研修の取組が報告

された。 

これに加えて、評価者たる市民が多元的な

情報を利用可能とすることも必要である。な

ぜならば、行政職員が提供する情報のみで判

断するということは、たとえ、操作をする意

図がなかったとしても、情報が限定されるこ

とにより、結論が一定の方向に導かれてしま

う危険性が否定できないからである。この点

で、多元的な情報を利用可能とするために

様々な取り組みが模索されていることが明

らかになった。 

その第 1の方法は直接の利害関係者からの

情報提供の導入である。たとえば、岡山県岡

山市「行政サービス棚卸（事業仕分け）」の

「市民事業仕分け」では、行政側事業担当部

署の説明に加えて、評価対象事業において受

託する事業者などの利害関係者のプレゼン

テーションが盛り込まれていた。こうした利

害関係者の参加は三重県松坂市ほかでも実

施されている。 

第 2の方法は市民の前で事業所管部部署と

行革改革担当部署の担当者が議論を行い、そ

れを傍聴した上で市民が判断を出す方法で

ある。同じ行政部内ではあるが、異なる論理

あるいは組織哲学を持つ部門間の議論は、比

較的低コストで視点の多元性を提示し得る。

こちらはさいたま市「行財政改革公開審議」

で実施されていた。 

第 3の方式は、行政側担当部署のプレゼン

テーションに対して、利害関係のない外部専

門家が論点整理あるいは補足すべき項目に

ついて適宜、質問し、情報の多元性を担保す

る方法である。これは本特集にある新宿区

「第 2 次実行計画策定のための区民討議会」

で実施されていた。 

そして、第 4 は政策専門家でもある委員長

が会議のファシリテーションと並行して参

加市民の質問から抜けて落ちていると推測

される領域・項目について、行政側に情報提

示を求めることで質の担保を行う方法であ

る。既述の和光市「大規模事業検証会議」で

の取り組みが一例であった。こうした方法は

従来から公募市民が参画する審議会組織に

おいて、会長に学識者を据える効果として期

待されてきたことともいえる。 

 

 



 

 

（４）無作為抽出型市民参加企画での審議過

程設計上の留意点 

事例分析やヒアリング調査から明らかに

なった審議過程設計上の留意点は以下のよ

うなものであった。 

第 1の留意点は、無作為抽出で選出された

市民委員がよりよい判断を下すための審議

基準の設定である。ここでは総合的な判断に

は、できる限り考えやすいように要素に細分

化させて単純化させること、つまり、シンプ

ルな問いかけを複数の次元で組み合わせて

「総合的」にすることが適していると言える

のではないか。「限定された合理性」を前提

とした工夫が求められる。 

第 2は、審議場面での工夫である。小集団

での集団討議で留意しなければならないの

が「集団的浅慮」への対応だ。的確に事実を

共有化できる資料づくりに加えて、議事進行

者には参加者に満遍なく発言の機会を引き

出し、「意見の多様性」を確認する工夫が求

められる。 

第 3は、慎重な判断を行うための審議手順

の設計である。一般的に、いわゆる「事業仕

分け」では 1 事業あたり 1時間程度で説明か

ら判定までを行うのが通例だが、事例として

分析した「和光市大規模事業検証会議」では 

対象となる各事業の所管課からの説明と質

疑の回を実施した後、各委員は自宅作業にて

評価シートを作成し、次の会合で同資料を基

にした議論から合意を形成し、判定を行う手

順としていた。このような熟慮する時間を設

けることは全体の合意を持って答申とする

コンセンサス方式をとる場合に工夫の一つ

となりうるものである。 

第 4は、企画の要となる委員長の役割であ

る。委員長職にあるものは「プロセス設計者」

として、自治体側担当者と協力しながら一連

の手順を設定し、審議の中では「ファシリテ

ーター」として、市民委員が持つ知見を共有

化し、議論を熟成させると共に、「政策専門

家」として議論を一定以上の質となるように

ガイドしてゆく技術が求められよう 。 

第 5は、市民委員が個人的に攻撃されるこ

とがないようにする危機管理である。とりわ

け係争的案件に活用する場合、利害関係者が

市民委員へ直接に陳情するなどの圧力をか

ける可能性がある。情報開示の慎重なコント

ロールに加えて、最終的な責任は公選公職者

にあることを明確にし、パブリックコメント

など複数実施する市民参加の手続きの一環

であることを適切に発信してゆくことも、リ

スク回避として重要な意味があるといえる。 

 

（５）「ポピュリズム・リスク」認識の必要

性 

研究仮説で提示した「政治的正統性獲得競
争と参加デモクラシーの相互作用（政治過程
論的仮説）」については、アンケート調査の
分析から、とりわけ無作為抽出型参加も活用
する「仕分け」の取り組みは、首長のイニシ
アティブを最大の要因としていることが明
らかになった。 
このような動向と事例分析での知見から、

そこでは自治体官僚機構を「敵」として、そ
れを叩く「政治的ショー」として演出されて
いるリスクも確認された。 

「事業仕分け」での「敵」は自治体官僚機

構であり、専門家あるいは市民が「仕分け人」

として「敵役である官僚機構」を「公衆の面

前」で「批判して」「論破する」ことで喝采

を得る構図となってしまっている。これは、

このような「喝采の場」を演出した首長が（間

接的に）支持を獲得する構図となりかねない

のである。 

 

（６）自治体ガバナンスにおける戦略的活用
の必要性 

以上から、無作為抽出型市民参加は、自治

体政策決定・運用過程にとって、政策形成過

程へ市民参加の機会を拡充させると共に、行

政組織・職員の能力醸成という「広義の行政

改革」のための重要な手段と評価され得る一

方、政治（家）側からの支持獲得・動員の手

段としての側面も持つ。 

これらの功罪を自覚しつつ、また、同時に

参加する市民の能力開発・研修手順、そして

慎重な審議プロセスを設計することが、無作

為抽出型参加を自治体ガバナンスにおいて、

とりわけ係争的な争点に対して活用する際

には必要であるとまとめられる。自治体ガバ

ナンス全体としての戦略的活用が求められ

るのである。 
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